
岡山市市場事業会計補助金等交付要綱  

制定  平成１５年３月３１日  

 （趣旨）  

第 １ 条  こ の 要 綱 は 、 岡 山 市 市 場 事 業 の 経 営 の 健 全 化 を 促 進 し ， そ の

経 営 基 盤 を 強 化 す る た め ， 地 方 公 営 企 業 法 （ 昭 和 ２ ７ 年 法 律 第 ２ ９

２ 号 ） 第 １ ７ 条 の ３ 及 び 第 １ ８ 条 の 規 定 に 基 づ き 一 般 会 計 か ら 市 場

事 業 会 計 に 補 助 金 及 び 出 資 金 （ 以 下 「 補 助 金 等 」 と い う 。 ） を 交 付

することに関し必要な事項を定める。  

 

 （補助対象経費及び補助金額）  

第 ２ 条  補 助 金 の 対 象 と な る 経 費 （ 以 下 「 補 助 対 象 経 費 」 と い う 。 ）

は，次に掲げるものとする。  

 (1) 現場取引，卸売人の業務及び経理等に対する指導監督その他流

通 改 善 対 策 等 に 要 す る 経 費 と し て 当 該 年 度 に お け る 営 業 費 用 （ ア か

ら エ ま で の い ず れ か に 該 当 す る 経 費 を 除 く 。 ） 。 た だ し ， 修 繕 費 に

つ い て は ， そ の 内 容 が 営 業 費 用 又 は 建 設 改 良 費 に 該 当 す る か は ， 岡

山市中央卸売市場修繕費支弁基準による。  

  ア  減価償却費  

  イ  資産減耗費  

  ウ  受託工事費  

  エ  他の補助制度の対象となる経費  

 (2) 市場施設の建設改良に係る企業債の利子支払額（平成４年度以

降同意等債に係るものに限る。）  

 (3) 市場事業に係る企業債（脱炭素化推進事業）の利子支払額  

 (4) 次に掲げる地方公営企業職員に係る児童手当の給付に要する経

費の合計額  

  ア  ３歳に満たない児童に係る給付に要する経費  

  イ  ３ 歳 以 上 １ ８ 歳 に 達 す る 日 以 後 の 最 初 の ３ 月 ３ １ 日 ま で の 間

にある児童に係る給付に要する経費  

２  補 助 金 額 は 、 次 の 各 号 に 定 め る 基 準 に 従 い 算 出 し て 得 ら れ た 額 の

合計額とする。  

 (1) 前項第１号に規定する補助対象経費の２０％の額  

 (2) 前項第２号に規定する補助対象経費の２分の１の額  

 (3) 前項第３号に規定する補助対象経費に相当する額  

 (4) 前項第４号アに規定する補助対象経費の５分の３並びにイに定

める補助対象経費の合計額  

 

 （出資金額）  

第３条  出資金額は，次に掲げるとおりとする。  

 (1) 市場施設の建設改良に係る企業債の元金償還額の２分の１の額  



 (2) 市場事業に係る企業債（脱炭素化推進事業）の元金償還額に相

当する額  

 

 （補助金等の交付の申請）  

第 ４ 条  市 場 事 業 管 理 者 は 、 補 助 金 等 の 交 付 を 受 け よ う と す る と き は ，

次に掲げる書類を添えて，交付申請書（様式第１号）を市長に提出  

しなければならない。  

  (1) 実施計画書  

  (2) 収支予算書  

  (3) 前年度決算書  

 

 （補助金等の交付の決定）  

第 ５ 条  市 長 は ， 前 条 の 規 定 に よ り 補 助 金 等 の 交 付 の 申 請 が あ っ た と

き は ， そ の 内 容 を 審 査 の 上 ， 適 正 と 認 め る と き は 補 助 金 等 の 交 付 決

定 を 行 い ， 市 場 事 業 管 理 者 に 対 し 決 定 通 知 書 （ 様 式 第 ２ 号 ） に よ り

通知する。  

 

 （実績報告）  

第 ６ 条  市 場 事 業 管 理 者 は ， 当 該 事 業 年 度 終 了 後 １ 月 以 内 に 実 績 報 告

書 （ 様 式 第 ３ 号 ） に 次 に 定 め る 書 類 を 添 付 し て 市 長 に 報 告 し な け れ

ばならない。  

 (1) 収支決算書  

 (2) その他市長が認める書類  

 

 （補助金等の額の確定）  

第 ７ 条  市 長 は ， 前 条 の 規 定 に よ る 実 績 報 告 を 受 け た と き は ， 当 該 事

業 実 績 報 告 書 の 書 類 を 審 査 し ， そ の 報 告 に 係 る 事 業 の 実 施 結 果 が 補

助 金 等 の 交 付 決 定 の 内 容 及 び こ れ に 付 し た 条 件 に 適 合 す る と 認 め た

と き は ， 交 付 す べ き 補 助 金 等 の 額 を 確 定 し ， 市 場 管 理 事 業 者 に 対 し

確定通知書（様式第４号）により通知する。  

 

 （補助金等の交付時期）  

第 ８ 条  補 助 金 等 は ， 事 業 の 完 了 前 に 交 付 決 定 額 の 全 部 を 交 付 す る こ

と が で き る 。 そ の 場 合 に あ っ て は ， 補 助 金 ， 出 資 金 そ れ ぞ れ の 交 付

決 定 額 に ３ 分 の １ を 乗 じ て 得 た 額 で １ ０ 万 円 未 満 の 端 数 を 切 り 捨 て

た 額 の 合 計 額 を ， 原 則 と し て 毎 年 度 ９ 月 及 び １ ２ 月 に ， 残 額 を ３ 月

に交付し，事業完了後に精算を行うものとする。  

２  市 場 事 業 管 理 者 は ， 前 項 の 規 定 に よ る 交 付 を 受 け よ う と す る と き

は ， 交 付 月 ご と に そ れ ぞ れ の 前 月 の 末 日 か ら 起 算 し て １ ５ 日 以 前 に ，

交付請求書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。  



３  第 １ 項 に 規 定 す る 交 付 月 以 外 の 月 に ， 補 助 金 等 の 交 付 が 必 要 と な

る相当の理由がある場合は，協議の上決定する。  

 

 （所管）  

第 ９ 条  補 助 金 等 に 係 る 事 務 は ， 産 業 観 光 局 商 工 部 経 済 企 画 総 務 課 が

所管する。  

 

 （その他）  

第 １ ０ 条  補 助 金 等 の 交 付 に 関 し て は ， 当 該 年 度 の 地 方 公 営 企 業 繰 出

金についての総務省通知を参考にし，必要に応じ見直しを行う。  

 

附  則（平成１５年４月一部改正）  

この要綱は，平成１５年４月１日から施行する。  

附  則（平成１６年１月一部改正）  

この要綱は，平成１６年１月１日から施行する。  

附  則（平成１６年６月一部改正）  

この要綱は，平成１６年６月１日から施行する。  

附  則（平成１６年７月一部改正）  

この要綱は，平成１６年７月 1５日から施行し，平成１６年度分の補

助 金 等 か ら 適 用 す る 。 た だ し 、 改 正 後 の 第 ２ 条 第 １ 項 第 ３ 号 の 規 定

は，平成１６年４月１日から適用する。  

附  則（平成１８年８月一部改正）  

この要綱は，平成１８年８月１４日から施行し，平成 1８年度分の補

助金等から適用する。  

附  則（平成１９年８月一部改正）  

この要綱は，平成１９年８月２日から施行し，平成 1９年度分の補助

金等から適用する。  

附  則（平成２２年５月一部改正）  

こ の 要 綱 は ， 平 成 ２ ２ 年 ５ 月 ２ ０ 日 か ら 施 行 し ， 平 成 ２ ２ 年 度 分 の

補助金等から適用する。  

附  則（平成２３年８月一部改正）  

こ の 要 綱 は ， 平 成 ２ ３ 年 ８ 月 ２ ２ 日 か ら 施 行 し ， 平 成 ２ ３ 年 度 分 の

補助金等から適用する。  

附  則（平成２４年６月一部改正）  

こ の 要 綱 は ， 平 成 ２ ４ 年 ６ 月 １ ５ 日 か ら 施 行 し ， 平 成 ２ ４ 年 度 分 の

補助金等から適用する。  

 

附  則（平成２５年４月一部改正）  

こ の 要 綱 は ， 平 成 ２ ５ 年 ４ 月 ８ 日 か ら 施 行 し ， 平 成 ２ ５ 年 度 分 の 補

助金等から適用する。  



附  則（平成２６年４月一部改正）  

こ の 要 綱 は ， 平 成 ２ ６ 年 ４ 月 １ ７ 日 か ら 施 行 し ， 平 成 ２ ６ 年 度 分 の

補助金等から適用する。  

附  則（平成２７年４月一部改正）  

こ の 要 綱 は ， 平 成 ２ ７ 年 ４ 月 ２ ７ 日 か ら 施 行 し ， 平 成 ２ ７ 年 度 分 の

補助金等から適用する。  

附  則（平成２９年６月一部改正）  

こ の 要 綱 は ， 平 成 ２ ９ 年 ６ 月 ２ ９ 日 か ら 施 行 し ， 平 成 ２ ９ 年 度 分 の

補助金等から適用する。  

附  則（平成３０年４月一部改正）  

こ の 要 綱 は ， 平 成 ３ ０ 年 ４ 月 １ ６ 日 か ら 施 行 し ， 平 成 ３ ０ 年 度 分 の

補助金等から適用する。  

附  則（令和２年６月一部改正）  

こ の 要 綱 は ， 令 和 ２ 年 ６ 月 ５ 日 か ら 施 行 し ， 令 和 ２ 年 度 分 の 補 助 金

等から適用する。  

附  則（令和６年４月一部改正）  

こ の 要 綱 は ， 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 し ， 令 和 ６ 年 度 分 の 補 助 金

等から適用する。  

附  則（令和６年１０月一部改正）  

こ の 要 綱 は ， 令 和 ６ 年 １ ０ 月 １ 日 か ら 施 行 し ， 令 和 ６ 年 １ ０ 月 以 降

分の補助金等から適用する。  

 


